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物々交換経済と互恵社会の間に出現する貨幣交換システム

篠 原 修 二†,††,☆

本研究では強化学習主体からなる交換経済システムのモデルを構築し，数値実験を行った．強化学
習主体の学習能力は，割引率と呼ばれるパラメータによって特徴付けられる．小さい割引率は，主体
が即時的な報酬のみに関心を持つことを意味する．一方割引率が大きいとき，主体は将来の報酬を現
在の報酬と同等に評価する．数値実験の結果，ある特定のパラメータ領域においてのみ貨幣が生成す
ることが分かった．割引率が小さいとき，主体は自分の生産財を直接消費財と交換しようとする物々
交換戦略に従う．一方割引率が大きいとき，他主体に生産財を与える代わりに，他主体から消費財を
与えられるという互恵社会が成立する．貨幣交換システムは両者の中間領域において出現する．

A Monetary Exchange System Emerging between
a Barter Economy and a Reciprocal Community

Shuji Shinohara†,††,☆

In this study we explore whether money emerges in a multi-agent trade system in which
agents evaluate goods based on their experiences. We have modeled artificially intelligent
agents by applying a reinforcement learning method, and have made numerical experiments.
Our simulation results show that the reinforcement learning agents develop a medium of ex-
change and come to acquire rewards more efficiently. Ability of the agents in our model is
characterized by discount rate which determine how much they value future rewards at the
present moment. Agent with small discount rate is concerned with only immediate reward,
while one with large discount rate appreciates future and current rewards alike. The sim-
ulation results indicate that a barter economy emerges if the agents are myopic, whereas a
reciprocal community does if the agents are speculative. Monetary exchange system emerges
between them.

1. は じ め に

従来，交換媒体としての貨幣の生成は，欲望の二重

の一致の困難とその解消といった抽象でとらえられて

きた．たとえば，権力者が一元的に財を管理し分配す

るような共同体社会や，各成員が他の成員に自分の

所有財を無償で提供するような互恵社会においては，

人々は必要に応じて効率良く財を入手できただろう．

しかしながら，社会が大規模になり，自律分散した個

人が各自の利害に基づいて交換を行うようになるにつ

れて，欲望の二重の一致の困難が発生する．つまり，

このような主体どうしが直接交換を行うためには，自

分の需要する財を所有しているだけではなく，同時に
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自分の所有財も需要してくれるような取引相手を探し

出さなければならない．各主体の所有財や需要財が多

様な財に分散している場合，このような取引相手を探

し出すことは困難である．一方，経済内に誰もが受け

取る貨幣のような財が存在するならば，その所有者は

自分の欲する財の所有者を探し出すだけで交換を行う

ことができる．このような経済では，直接交換を行う

よりもいったん自分の所有財を貨幣と交換しておき，

その後貨幣と需要財を交換する，つまり貨幣を媒介と

した間接交換を行う方が，効率良く需要財を獲得でき

る．このように貨幣の生成は，財の分配を特定の個人

や組織の権力に委ねることなく，また各主体の利他的

な意識に頼ることもなく，社会全体の効率を上げるこ

とを可能とする．

各主体の欲望の多様性にもかかわらず，貨幣はなぜ/

どのようにしてすべての主体に受け取られるようにな

るのだろうか．それは，貨幣法制説が主張するように，

国家権力などによってそうすることを義務付けられた

ためかもしれないし，貨幣商品説が主張するように，

12



Vol. 46 No. SIG 2(TOM 11) 物々交換経済と互恵社会の間に出現する貨幣交換システム 13

数ある財の中から自然発生的に貨幣のような財が生成

したのかもしれない☆．ただしここで注意したいのは，

はじめにどのような理由によって貨幣が生成したにせ

よ，貨幣が貨幣としての機能を維持していくためには，

経済内のすべての主体が一致して，貨幣を使用し続け

る必要があるということである．自分 1人がある財を

貨幣として受け取るとしても，望ましい結果は得られ

ない．この意味で，貨幣は 1つの慣習といえるだろう．

Mengerによれば，自分の利害のみを追求する利己

的主体間の交換において，各主体は自分の所有財をよ

り販売力のある財，つまり交換しやすい財と交換する

ようになる10)．このような行動は，最も販売力のある

財の販売力をさらに高め，最終的にすべての主体がそ

の財を受け取るようになる．Mengerに従った研究者

たちは，財の販売力の度合いを表す尺度として市場性

という概念を導入した．たとえばKiyotakiとWright

は，財の市場性を，ある財を所有しある財を消費対象

とする主体が経済内にどのような割合で存在するのか

を表す確率分布の形で導入した8)．この研究によって，

各主体が市場性を考慮して交換を行うような経済に

おいては，ある条件のもとで貨幣が生成しうることが

明らかになった．ただしこの研究は静的な均衡分析が

中心であり，貨幣の生成条件を明らかにしたものの，

均衡が達成される過程，すなわち貨幣の生成過程それ

自体を扱っているとはいい難い．このため最近では，

Kiyotaki-Wrightモデルの環境設定のもとで，実際の

人間を使った経済実験3),4)やマルチエージェントシス

テムを用いた数値実験9) などが行われている．

安冨は，主体に「他人の受け取るものを受け取る」

という戦略を実装することによって，より直接的に市

場性概念を導入した20)．Kiyotaki-Wrightモデルにお

いて各主体に与えられる市場性の情報は，すべての主

体において共通であると仮定されている．これに対し

安冨は，他主体との知識交換を通して市場性に関する

情報を蓄積していく主体をモデル化した．彼は，これ

に加えてノイズや淘汰も実装した独自の進化的モデル

を構築し，貨幣の生成過程だけでなく崩壊過程につい

ても論じている．

しかしながら，貨幣の生成過程を扱う際に，市場性

のような概念を前提とすることに対しては，論点先取

☆ 「一方の貨幣商品説とは貨幣とはそれ自体が価値をもつ商品を
その起源とし，ひとびとのあいだの交換活動のなかから自然発
生的に一般的な等価物あるいは一般的な交換手段へと転化した
という主張である．他方の貨幣法制説とは，貨幣とはそれ自体
が商品としての価値をもつ必要はなく，共同体の申し合わせや
皇帝や君主の勅令や市民の社会契約や国家の立法にその起源を
もとめることができるという主張である」（岩井 (1993) p.81）．

あるいは遠近法的倒錯との批判がある13),21)．たとえ

ば吉沢は以下のように述べている．

じつは「販売可能度」といった概念は一般

的な交換手段のもとで存在しうるもので，そ

の概念自身，貨幣を含意しているのである．

商品それぞれに「市場性」の度を前提する，す

なわち「販売可能度」という概念を前提する

ということは，形成さるべき貨幣を前提する

ということにも等しい（吉沢 (1993) p.117）．

本稿では市場性を明示的に考慮することはせず，単

純な学習能力のみを有する主体を仮定する．ここでの

学習とは，「成功や報酬は報酬を受ける行動の学習を

進め，罰や失敗はその行動を反復する傾向を減少させ

る」というものである．これは，心理学の分野では効

果の法則と呼ばれ，様々な動物を用いて古くから研究

されてきた2),15)，☆☆．また工学の分野においても，こ

のような学習は，強化学習過程としてモデル化されて

きた14),19)．本モデルでは，経験に基づいてより多く

の報酬，すなわち消費財を獲得することを学習する主

体を，強化学習手法を用いてモデル化する．ここで主

体の学習能力は，割引率と呼ばれるパラメータによっ

て特徴付けられる．小さい割引率は，主体が近視眼的

であり即時的な報酬のみに関心があることを意味する．

一方割引率が大きいとき，主体は将来の報酬を現在の

報酬と同等に評価する．本稿の目的は，このような学

習能力を持つ主体からなる経済システムにおいて，ど

のように貨幣が生成するのかを明らかにすることで

ある．

2. 経済システム

本章では，モデルで扱う経済システムの枠組みを定

義する．まず，1, 2, . . . , N の番号を振られた N 人か

らなる主体集合 A = {1, 2, . . . , N} と 1, 2, . . . , M

という名前を付けられた M 種類の財集合 G =

{1, 2, . . . , M} からなる経済システムを考えよう．主
体は，このシステムにおいて財の生産，消費，交換を

行う．簡単のために，主体は各時点において 1種類 1

単位の財を所有し，交換も 1度に 1 種類 1単位の財の

みが許されるものとしよう．また各主体はある種の財

を生産し，それとは別の種の財を消費することができ

るとしよう．すなわち，自分の生産財を，自分で消費

することはできない．主体は，交換によって消費財を

獲得したときには，それを消費し報酬 Rを得ることが

☆☆ 人間以外で市場性のような概念を持つ生物が存在するかどうか
は定かではない．しかしこのように単純な学習能力ならば，ラッ
トやハトをはじめ様々な動物において認められている．
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図 1 経済システム．丸上の数字と丸で囲まれた数字は，各々主体番
号とその主体の生産財を表す．また矢印は，矢印の始点で表さ
れる主体が矢印の終点で表される主体の生産財を消費財とす
ることを表す．この状況ですべての主体が消費財のみを欲する
ならば，任意の主体間で交換は実現されない．いわゆる欲望の
二重の一致の困難である．

Fig. 1 Trade system.

できる．消費財を消費した主体は，ただちに生産財を

生産し，それを次の所有財とする．ここで，ある時点

における主体 i の所有財を，ηi ∈ G と表記する．ま

た，主体 i の消費財と生産財を各々，θi ∈ G，πi ∈ G

と表記する．本モデルでは簡単のため N = M とし，

また主体 i は財 i を消費し，財 i + 1 を生産すること

ができるものとする．すなわち，θi = i，πi = i + 1

である（図 1）．ただし主体 N は財 N を消費し，財

1を生産するものとする (θN = N，πN = 1)．なお，

各主体の生産財と消費財は，時間に関して不変である

と仮定する．

3. 交 換 過 程

本章では，交換過程について述べる．交換の目的は，

より多くの消費財を獲得することである．交換に先

立って，主体は自らの経験に基づいて各財の価値を評

価する．ここで，主体が各財の価値を評価するために

用いる価値関数を導入し，ある時点において主体 i が

もつ価値関数を Vi : G �→ � と表記する．ただし，�
は実数集合であり，価値関数とは各財に対して実数で

表される価値を割り当てる関数である．主体は，他主

体との相互作用を通して，各財の価値を学習していく．

その学習法については，5 章で述べる．

主体は自らの価値関数に従って，なるべく価値の高

い財を入手しようとする．はじめに主体（i と表記す

る）は，自分が最も高い価値を認める財の所有者のも

とへ赴き交換を提案する．このとき相手が交換の要求

に応じてくれるならば，取引が成立し主体 i の交換過

程は終了する．ただし交換を提案された主体は，主体

i の所有財に自分の所有財よりも高い価値を認めるな

らば取引に応じるものとする．一方交換を拒否された

場合，i は 2番目に高い価値を持つ財の所有者に交換

を提案する．ここでも交換を拒否された場合，i はさ

らに 3番目に高い価値を持つ財の所有者に交換を提案

する．以下同様に，主体 i は交換が実現できるか，あ

るいは自分の所有財よりも高い価値を持つ財の所有者

が存在しなくなるまで，交換の提案を繰り返す．

このような交換過程をモデル化するために，まずあ

る時点において主体 i と交換可能な相手からなる集合

Oi を考える．主体 i と交換可能な取引相手とは，i が

欲する財を所有し，かつ i の所有財を欲してくれるよ

うな主体のことである．つまり，互いが相手の所有財

に自分の所有財よりも高い価値を認めるならば，彼ら

は交換可能である．以下に Oi の定義を示す．

Oi = {j|j ∈ A, Vi(ηi) < Vi(ηj), Vj(ηi) > Vj(ηj)}
(1)

次に主体 i は，自分と交換可能な取引相手の中から

最も価値の高い財を所有する主体を選び出す．つまり，

ある時点における主体 i の取引相手を，oi と表記す

ることにすれば，

oi =




j ∈ Oi, s.t. Vi(ηj)= maxk∈Oi Vi(ηk)

Oi �= ∅ のとき
0 それ以外

(2)

である．ただし，ここで 0は経済内に取引相手が存在

しないことを表す．なお，最も価値の高い財を所有す

る主体が複数人存在する場合は，それらの主体のうち，

主体 i の所有財に最も高い価値を見出す主体を取引相

手とする．

取引相手が決定したならば，i はその相手の所有財

を需要する．もし交換可能な取引相手が存在しないな

らば，そもそも交換は不可能である．このとき i は，

何を需要しても，あるいは何も需要しなくても結果は

同じであるが，便宜上その時点で経済内に存在する財

のうち，最も価値の高い財を需要することにする．取

引相手が存在しない状況として，以下の 2つの場合が

考えられる．第 1は，自分の所有財より価値の高い財

が経済内に存在するが，その所有者が交換に応じてく

れないような場合である．このとき i は交換したくて

も交換できない．第 2はそもそも欲する財が経済内に

存在しない，すなわち自分の所有財が経済内で最も価

値の高い財である場合である．このような場合，i は

交換できないのではなく，交換しようとしないのであ

る．本稿では，このような場合，主体 i は自分の所有
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財を貯蓄していると見なすことにする．整理すると，

ある時点における主体 i の需要財 ξi は，以下のよう

に記述できる．

ξi =

{
ηoi oi �= 0 のとき

ηj , s.t. Vi(ηj) = maxk∈A Vi(ηk) それ以外

(3)

取引相手と需要財が決まったならば，主体 i は取引

相手 oi と互いの所有財を交換する．もし獲得した財

が消費財ならば，それを消費し報酬 R を得ることが

できる．そうでないなら，獲得報酬は 0である．消費

財を消費した主体はただちに生産財を生産し，それを

所有財として次の交換に臨む．一方消費財以外の財を

獲得した主体は，獲得した財をそのまま所有財とし次

の交換に臨む．交換可能な相手が存在しない場合，こ

の主体は交換を行うことができない．その場合は，現

在の所有財をそのまま次の交換に持ち越す．つまり次

時点における主体 i の所有財を η
′
i と表記することに

すれば，

η
′
i =




πi oi �= 0 かつ ξi = θi のとき

ξi oi �= 0 かつ ξi �= θi のとき

ηi oi = 0 のとき

(4)

である．また，状態が ηi から η
′
i に移行する際に，主

体 i が獲得する報酬 ri は，以下のように計算される．

ri =

{
R oi �= 0 かつ ξi = θi のとき

0 それ以外
(5)

なお，主体 i に取引相手が存在するとき，その相手 oi

の所有財と報酬も同様に更新される．

以上をもって，主体 i の交換過程は終了する．主体

は各時刻に 1人ずつ順番に，このような交換過程を実

行していく．ただし，その順番はランダムに決められ

る．N 人すべての交換過程がひととおり終了するま

での期間を 1ターンと呼ぶ．すなわち，1ターン = N

時間ステップである．1ターンが終了するたびに，主

体はランダムに並べ換えられ，またその順番に 1人ず

つ交換過程を実行する．これが繰り返されることで時

間が進行する．なお，TN ターンをもって 1日とする．

すなわち，1日 = TN ×N 時間ステップである．

4. 欲望の二重の一致の困難とその解消

図 1 に示したように，以上で定義したシステムで

は，各主体が消費財のみに価値を見出し生産財と消費

財を直接交換しようとしても，任意の主体間で交換は

達成されない．ここで注意すべきは，経済全体で見れ

ば，すべての財に関してその需要量と供給量が一致し

ているにもかかわらず，交換は実現されないというこ

とである．この点を明確にしよう．

まず，ある時点において財 η を所有し財 ξ を需要

している主体数 Φ(η | ξ) を，以下のように表す．
Φ(η | ξ) =

∣∣Sη ∩Dξ

∣∣ (6)

ただし，Sη,Dξ は，各々

Sη = {i|i ∈ A, η = ηi} ⊆ A (7)

Dξ = {i|i ∈ A, ξ = ξi} ⊆ A (8)

である．すなわち Sη(Dξ)とは，その時点において財

η を所有する（財 ξ を需要する）主体からなる集合で

ある．なお，Xが集合であるとき，
∣∣X∣∣ は集合 X の

要素数を表す．

次に，経済全体の需給量バランスを表す尺度として

以下のような変量 Consv を導入する．

Consv =

N∑
η=1

∣∣∣ N∑
ξ=1

Φ(η | ξ)−
N∑

ξ=1

Φ(ξ | η)

∣∣∣
=

N∑
η=1

∣∣∣ N∑
ξ=1

(
Φ(η | ξ)− Φ(ξ | η)

)∣∣∣ (9)

条件 Consv = 0 は，∀η ∈ G に対して，経済全体で

財 η を所有する主体数と財 η を需要する主体数が等

しいということを表す．さらに，経済の対称性を表す

尺度として次のような変量 Sym を導入する．

Sym =

N∑
η=1

( N∑
ξ=1

∣∣Φ(η | ξ)− Φ(ξ | η)
∣∣) (10)

条件 Sym = 0 は，∀η, ξ ∈ G に対して，財 η を所

有し財 ξ を需要する主体数と，財 ξ を所有し財 η を

需要する主体数が等しいということを表す．式 (9)と

(10)を比較すれば，必ず Consv ≤ Sym が成立する，

つまり Sym = 0 の方がより厳しい条件であることが

分かる．たとえば 図 1 の状況で，各主体が生産財を

所有し消費財を需要するとすれば，Consv = 0 であ

るが， Sym = N となる．

ここで，2 つの条件 Consv = 0 と Sym = 0 の

意味について考えよう．まず Consv = 0 は上述の

ように，経済全体で所有されている財量と需要されて

いる財量が，財ごとにつりあっていることを示してい

る．これは，いったん各主体の所有財を 1カ所に集め，

それから各主体の需要に応じて財を分配するならば，

ちょうど過不足なくすべての主体の需要を満足させる

ことができることを意味する．特定の個人や組織など

の権力が不在の状況で，このような財の分配を実現し

うる社会としては，各主体が他主体に自分の生産財を

無償で提供するような互恵社会があげられよう．一方
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Sym = 0 が成立するときには，自律分散した主体間

の交換のみによって，すべての主体の需要を満足させ

ることができる．

次に貨幣交換が成立するための条件を考えよう．こ

こで，貨幣をM と表記する．またM が大域的である

とは，以下のような条件が満たされていることとする．

• 交換を行おうとするすべての主体は，少くとも
M を所有しているか，M を需要しなければなら

ない．

この条件は，貨幣交換経済においては任意の財は貨

幣との間でのみ交換されうること，よって貨幣以外の

財を所有する主体はいったん貨幣と所有財を交換して

おいて（売る），その後貨幣を何らかの財と交換する

（買う）ことを考えるならば妥当な条件であろう．また

この条件は，Jones 6) による交換媒体の定義にも合致

する．この条件は，次のように記述することができる．∣∣SM ∪DM

∣∣ =
∣∣ ⋃
ξ∈G

Dξ

∣∣ (11)

左辺は，M を所有するかあるいは需要する主体数を

表す．一方右辺は，交換を行おうとする主体，すなわ

ち何らかの財を需要する主体の数を表す．本モデルで

は，主体は 1種類 1単位の財のみの所有と需要を許さ

れているので，条件 (11)の両辺は，Φ を用いて以下

のように書き換えられる．
N∑

ξ=1

Φ(M | ξ) +

N∑
η=1

Φ(η |M)− Φ(M |M)

=

N∑
ξ=1

N∑
η=1

Φ(η | ξ) (12)

ここで条件 (12) の制約のもとで，2 つの条件

Consv = 0 と Sym = 0 が同等であることを示す．つ

ねに 0 ≤ Consv ≤ Sym が成立するので，Sym = 0

ならば Consv = 0 は明らかである．よってここで

は，条件 (12)を仮定したときに，Consv = 0 ならば

Sym = 0 であることを証明する．式 (9)，(10)より，

Consv = 0 と Sym = 0 は各々次のように書き換え

られる．

∀η,

N∑
ξ=1

Φ(η | ξ) =

N∑
ξ=1

Φ(ξ | η) (13)

∀η, ξ, Φ(η | ξ) = Φ(ξ | η) (14)

また，条件 (12)より，次のことが導かれる．

∀η, ξ(η, ξ �= M), Φ(η | ξ) = 0 (15)

したがって，式 (13)，(15)を仮定したとき，式 (14)

がいえればよい．以下にその証明を示す．

• η, ξ �= M のとき

式 (15)より，Φ(η | ξ) = 0, Φ(ξ | η) = 0 である．

したがって Φ(η | ξ) = Φ(ξ | η)．

• η, ξ = M のとき

Φ(M |M) = Φ(M |M) より明らかである．

• η �= M，ξ = M のとき

式 (15)より，∀ζ(ζ �= M) に対して Φ(η | ζ) = 0

であるので，Φ(η |M) =
∑N

ζ=1
Φ(η | ζ)．同様に，

∀ζ(ζ �= M) に対して Φ(ζ | η) = 0 であるので，

Φ(M | η) =
∑N

ζ=1
Φ(ζ | η)．また，式 (13)より，

∀η に対して ∑N

ζ=1
Φ(η | ζ) =

∑N

ζ=1
Φ(ζ | η)．

したがって，Φ(η |M) = Φ(M | η)．

• η = M，ξ �= M のとき

η �= M，ξ = M のときと同様．

よって，∀η, ξ に対して Φ(η | ξ) = Φ(ξ | η) である．

以上に示されたように，条件 (12) が成立するよう

な経済では，条件 Consv = 0 が成立するならば，必

ず条件 Sym = 0 が成立する．つまり，貨幣のような

大域的財が存在する状況のもとでは，財を 1 つに集

め，各主体の需要に応じて分配することと，各主体が

欲望の二重の一致に基づいて交換を行うことの区別が

無効にされる．このことは，Sym = 0 と Consv = 0

との間のギャップ，すなわち欲望の二重の一致の困難

は，貨幣の導入によって解消されるということを示し

ている．

本モデルの枠組みで条件 (12)が満たされる可能性

があるのは，すべての主体が各自の消費財に最高の価

値を，また貨幣 M に 2番目に高い価値を見出し，そ

れ以外の財を無価値と見なす場合である．消費財を獲

得した主体は，ただちにそれを消費し生産財と置き換

えるので，消費財を所有している主体は存在しない．

すなわち，すべての主体は，貨幣かあるいは自分に

とって無価値な財を所有する．主体は，自分の生産財

を無価値な財と交換することはないので，結局すべて

の主体は，貨幣か生産財を所有する．貨幣を所有する

主体は，貨幣より価値の高い唯一の財である消費財を

欲する．もし彼の消費財を所有する主体が存在するな

らば，その相手は必ず貨幣を欲するのでこの貨幣の所

有者は消費財を獲得することができる．その後彼は，

消費財を消費し生産財を生産するので生産財の所有者

となる．一方生産財を所有する主体は，それより価値

の高い財である貨幣と消費財を欲する．この主体は，

彼の消費財を所有し，かつ彼の生産財を消費財とする

ような主体，すなわち物々交換可能な取引相手が存在

すれば，消費財を需要する．しかし本モデルの枠組み

では，そのような取引相手はそもそも存在しない．こ

れに対し，彼の生産財を消費財とするような貨幣の所
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有者ならば存在する可能性がある．その場合，彼は貨

幣を需要する．

たとえば図 1の状況で，財 1を貨幣としよう．すな

わち，すべての主体が財 1に高い価値を認めていると

する．また簡単のために主体は，主体 N から主体番

号の逆の順番に交換過程を実行していくとしよう．ま

ず財 1の所有者である主体 Nは自分の消費財である

財 Nを欲する．財 Nの所有者である主体 N-1にとっ

て財 1は消費財ではないけれども，貨幣であるために

それを需要する．このとき主体 Nと N-1の間で交換

が成立し，主体 Nは消費財 Nを入手できる．次に財

1の所有者となった主体 N-1は，自分の消費財である

財 N-1を欲する．財 N-1の所有者である主体 N-2も

同様に貨幣である財 1 を需要するので，主体 N-1 と

N-2の間で交換が成立する．以下同様に主体 i と主体

i− 1 の間で交換が成立し，財 1は反時計回りに主体

間を還流する．この場合，経済内で行われるすべての

交換において財 1が使用されることになり，条件 (12)

が満たされる．

5. 強化学習と価値の形成

4 章で示したように，本モデルの枠組みでは，各主

体が消費財のみに価値を見出しそれのみを需要し続け

るならば，欲望の二重の一致の困難のために交換は実

現されない．一方，経済内にすべての交換において使

用される大域的財，すなわち貨幣が存在するならば，

その困難は解消される．もし貨幣の価値が所与であり，

あらかじめ各主体がその価値を知っているならば，そ

の価値を根拠として貨幣を欲すればよい．しかしなが

ら，財の価値は外的に与えられるものではなく，主体

間の相互作用の結果として内生的に形成されるもので

ある．つまり，初期状態では，各財の価値は未知であ

ると同時に未定である．主体は他主体との交換を通し

て，各財の価値を学習（形成）していかなければなら

ない．本稿では，このような過程をモデル化するため

に，強化学習と呼ばれる手法を用いる☆．

強化学習では，主体の状態と各状態に対して価値を

割り当てる価値関数を定義する．主体は，価値関数に

基づいてある行動を選択する．この選択方法のことを

☆ ここで強化学習手法を用いる理由としては，第 1 に実装が簡単
であること，第 2 に強化学習手法では価値関数が明示的に導入
されること，第 3 に実際の人間と強化学習主体の行動を比較し
た研究があるということなどがあげられる．最後の点に関して，
Iwasaki ら5) は公共財ゲームにおいて，実際の人を使った実験
結果と強化学習主体によるシミュレーション結果を比較し，強
化学習手法によって，人の協調行動パターンが再現できること
を示している．

方策と呼ぶ☆☆．つまり主体は，ある状態のもとである

方策に従いある行動をとる．その際，環境からある報

酬を受け取り次の状態に移行する．ここである状態の

価値とは，ある状態においてその後ある方策をとって

いったときに最終的に得られる総報酬の期待値のこと

である．強化学習主体の唯一の目的は，最終的に得ら

れる総報酬を最大化することである☆☆☆．

さて強化学習は，状態の価値の学習と，価値に従っ

た行動の選択という 2つの部分から構成される．たと

えば強化学習の中にはモンテカルロ法という手法があ

るが，これはまず試行錯誤によって各状態の価値を学

習し，次にそれらの価値に基づいて何らかの行動をと

るというものである．しかし，この手法では学習が完

了するまで，何の行動をとることもできない．これに

対し TD（Temporal Difference）学習と呼ばれる手

法では，主体が各時刻において価値の推定値を利用す

ることで，学習しつつ何らかの行動をとることを可能

にする．

ここで，TD学習の中でも最も単純なTD(0)と呼ば

れる学習法について説明する．詳しくは文献 19)を参照

されたい．ある時刻 tにおけるある状態 st の価値とは，

主体がある方策に従って行動したとき，その時点から

将来にわたって獲得できる期待収益のことである．時刻

t の後に得られた報酬の系列を，rt+1, rt+2, rt+3, . . .

と表すなら，それらの報酬の合計である収益 Rt は次

式で与えられる．

☆☆ 3 章で示したように，本稿のモデルでは，行動選択の方法とし
て最も価値の高い財を需要するという方策を用いている．これ
はグリーディ方策と呼ばれる19)．

☆☆☆ ここで，価値と報酬の違いについて述べたい．たとえば食べ物
のように，主体に直接的な効用を与える対象，すなわち報酬は，
その主体にとって価値が高いといえる．しかし，価値の高い対象
が主体に直接的な効用をもたらすとは限らない．たとえば，以
下のような学習実験を考える．まず被験体である主体 A に対し
て，X と Y という 2 つの対象を選択肢として与える．ただし，
X と Y は A に対して何の効用ももたらさないとする．つまり
どちらを選択しても，主体がそのことによって得られる効用は 0

である．このような場合，A がどちらの対象を選択するかはラ
ンダムであり，X と Y を選択する頻度に有意な差は生じないと
考えられる．次に，A が X を選択したときには直後に報酬（た
とえば食べ物）を与え，一方 Y を選択したときには何も与えな
いような状況を考える．この実験においては，試行回数の増加
とともに，X を選択する頻度が増大すると予想される．このと
き，X の方が Y よりも価値が高いと見なすことができる．つま
り学習の結果，A にとって X の価値は増大する．ただし，学習
の事後においても，X が食べ物に変化するわけではなく，X そ
れ自体が A に与える効用は 0 である．このように本稿では，価
値と報酬を区別する．ここで重要な点は，対象の価値は状況に
依存するということである．たとえば学習実験を，Y を選択し
たときにのみ報酬が与えられるという状況に変更したとすれば，
主体 A にとって価値が高いのは X ではなく Y の方である．
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Rt = rt+1 + rt+2 + rt+3 + · · ·+ rT (16)

ここで T は最終時間ステップである．なお，初期状態

から Tまでをエピソードと呼ぶ．式 (16)では，収益

が将来に獲得しうる報酬の単純和で表されているが，

T =∞ で Rt が発散するような場合には，以下のよ

うに割引率を導入した収益を考えることもできる．

Rt = rt+1+ γrt+2+ γ2rt+3+ · · ·+ γT−(t+1)rT

=

T−t∑
k=1

γk−1rt+k (17)

ここで γ は，割引率と呼ばれるパラメータで，0.0 ≤
γ ≤ 1.0 である．割引率は，将来の報酬が現在におい

てどれだけの価値があるかを決定する．γ = 1.0 の

ときは，式 (17)は式 (16)と等価であり，将来の報酬

を現在の報酬と同等に評価する．つまり式 (16)は式

(17)の特殊な場合と考えられる．一方，γ = 0.0 のと

きは，Rt = rt+1 であり主体は即時的な報酬のみに関

心があることを意味する．

ここで状態 st の価値の推定値を V (st) と表記しよ

う．経験に基づいて価値を推定する最も単純な方法は，

過去のエピソードで状態 st となったときに，その後

実際に得られた収益を平均することである．そのよう

な場合が過去に k 回あったとし，その平均が V (st)

であったとしよう．今回のエピソードで再び状態 st が

生起し，その後得られた収益が Rt だったとすれば，

新たな推定値 V ′(st) は以下のように与えられる．

V ′(st) =
1

k + 1
(Rt + kV (st))

=
1

k + 1
(Rt + kV (st) + V (st)− V (st))

=
1

k + 1
(Rt + (k + 1)V (st)− V (st))

= V (st) +
1

k + 1
(Rt − V (st)) (18)

ここで 1/(k + 1) = α とおくと，V (st) の更新式は以

下のように与えられる．

V (st)← V (st) + α[Rt − V (st)] (19)

α は，価値関数の更新の度合を表すパラメータで学習

率と呼ばれる．α は k の増大にともなって 0 に近づ

くが，定数として扱われることも多い．これは過去の

情報よりも最近の情報に，より大きい重みを与えるこ

とを意味する．本稿のモデルでも α は定数値とする．

ただし，0.0 < α ≤ 1.0 である．

さて，式 (19)はモンテカルロ法と呼ばれるもので

あるが，Rt はエピソードが終了するまで確定しない．

ここで，価値を学習しつつ同時に何らかの行動とるこ

とができるように，式 (19)を以下のように変更する．

式 (17)は，

Rt =

T−t∑
k=1

γk−1rt+k

= rt+1 + γ

T−(t+1)∑
k=1

γk−1r(t+1)+k (20)

と書き換えられるが，ここで
∑T−(t+1)

k=1
γk−1r(t+1)+k

の推定値として次の状態の推定価値 V (st+1) を利用

する．このとき，式 (19) は次のように変更される．

V (st)← V (st) + α[rt+1 + γV (st+1)− V (st)] (21)

これが，TD(0) と呼ばれるものである．本モデルで

は，価値関数の学習法として以上で紹介した TD(0)

を用いる．ただし主体の状態は，その主体の所有財を

もって表現する．ここで，ある時点における主体 i の

所有財を ηi，次状態を η
′
i，また状態が ηi から η

′
i に

移行する際に主体 i が獲得する報酬を ri と表記する

とすれば，主体 i の持つ価値関数 Vi の更新式は以下

のように与えられる．

Vi(ηi)← Vi(ηi) + α[ri + γVi(η
′
i)− Vi(ηi)] (22)

ただし消費財については，主体が消費財を獲得したと

きには必ず消費するものと仮定し，その価値を R に

固定する．また生産財についても，生産財を生産する

ためには一定の労働力 PC が必要であるものとし，そ

の価値を PC に固定する．したがって式 (22)を用い

るのは，所有財が消費財と生産財以外の場合に限る．

このため，ri は 0.0 の値をとる．付録に本モデル全

体のアルゴリズムを示す．

ここで注意したいのは，本稿では主体の行動をモデ

ル化するために強化学習を用いたが，価値は学習され

るというよりは，むしろ内生的に形成されるものであ

るということである．主体は，より価値の高い財を受

け取るという方策に従って交換を行う．ここである主

体にとって価値の高い財とは，消費財を除けば彼の消

費財の生産者が受け取ってくれるような財である．す

なわち，ある財の価値は，他主体がどのような価値関

数を用いるかに依存する．他主体も同様に，自分以外

の他主体がどのような価値関数を用いるかに依存し

て，自分の価値関数をときどき刻々修正する．このた

め，ある財の実際の価値（もしそう呼ぶなら）は，各

主体が各財に与える価値の推定値と切り離すことがで

きない．

6. シミュレーション

本章では，以上で定義したモデルのシミュレーショ

ン結果を示す．はじめにモデルの初期設定について
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述べる．パラメータは，各々 α = 0.005，R = 1.0，

N = M = 20，TN = 100，PC = 0.1 に設定した．

各財の価値については，初期においては未知であるの

で，0.0～R の区間の実数をランダムに割り当てる．た

だし前章で述べたように，消費財と生産財については，

それらの価値を各々 R と PC に固定した．また各

主体の所有財については，初期状態では生産財を所有

しているものとする．以上の初期設定のもとでシミュ

レーションを行った．なお割引率 γ に関しては，その

値を様々に変えて試行した．

6.1 貨幣の生成

本節では，割引率を γ = 0.33 に設定した場合のシ

ミュレーション結果を示す．ここで財の貨幣性を表す

尺度として大域性という概念を導入し，ある日におけ

るある財の大域性を，その日に交換過程を実行した主

体総数 N × TN 人のうちで，その財を所有あるいは

需要した主体の割合と定義する．図 2 は，ある試行に

おける各財の大域性の時間発展を表す．また 図 3 は，

最も高い大域性を持つ財の財名の時間発展を示す．な

おこの試行において，シミュレーションは数十万日に

わたって行ったが，図 2 と 図 3 では 10,000日までの

結果のみを表示している．また 図 2 の縦軸に関して

も，大域性は 0.0～1.0 の値をとりうるが，見やすさ

のため 0.1以上の範囲のみを表示する．これらの図か

ら分かるように，シミュレーション開始直後には各財

の大域性は低い値を示す．しかし，すぐに財 8の大域

性が増大し 0.4程度の値を示すようになる．この時期

は，財 3の大域性も比較的高い値を示すため，最高大

域性を持つ財は目まぐるしく変化する．しかし 7,000

日目あたりから財 8の大域性が急激に増大し，最高の

大域性を持つようになる．この時期以降，財 8とそれ

以外の財の大域性の間に大きな隔たりが生じ，システ

ムの状態は安定する☆．

上述のように，システムが安定するまでの過渡期に

おいて，最高の大域性を持つ財（便宜上貨幣と呼ぶ）

の財名は目まぐるしく変化する．図 4 は，この期間に

おける貨幣の寿命分布を示したものである．横軸はあ

る財が貨幣に君臨してから他の財にその地位を譲るま

での在位期間を，また縦軸はそのような在位期間がど

のくらいの頻度で観察されるかを示している．両軸は

☆ この試行では，たまたま財 8 が大域性を獲得したがそれは偶然
であり，シミュレーションで用いるランダムシードに依存して
様々な財が大域的となりうる．またこの試行では，数十万日後
においても財 8 が大域的財のまま安定していたが，試行によっ
ては，大域的財の生成と崩壊が延々と繰り返される場合もある
ことを付記しておく．

図 2 財の大域性の時間発展
Fig. 2 Time evolution of globality of each good.

図 3 最高大域性を持つ財名の時間発展
Fig. 3 Time evolution of trade name of the most global

good.

図 4 貨幣の在位期間の頻度
Fig. 4 Log-log plot of distribution of frequency of reign of

money.

ともに logスケールで表示されている．なおこの結果

を得るために，10,000日までのシミュレーションをラ

ンダムシードを変えて 30回試行した．図から分かる

ように，貨幣の寿命分布は，傾き −2.0 のべき分布を

示す．このような分布は，様々な動物の学習過程や適
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図 5 需給状況（23 日目）：γ = 0.33

Fig. 5 Situation of demand and supply (the 23th days:

γ = 0.33).

図 6 主体の財に対する価値評価（23 日目）：γ = 0.33

Fig. 6 Evaluation for goods (the 23th days: γ = 0.33).

応過程において，しばしば観察される7),11),17)，☆．

図 5 は，シミュレーション開始直後のある日（23

日目）の経済の需給状況を示したものである．x軸と

y軸は各々，主体が所有していた財，すなわち交換に

おいて供給しようとした財と需要した財を表す．また

z軸は，その日にそのような行動をとった主体総数を

表す．また 図 6 は，この日に各主体が最も価値が高

いと見なした財と 2番目に価値が高いと見なした財を

示す．当然のことながら，すべての主体は消費財に最

も高い価値を見出すが，2番目に価値が高いと見なす

財は主体ごとに異なっている．これらの図から，この

日は各主体がバラバラの価値関数に従って，様々な財

を無秩序に需要していることが分かる．

一方 図 7 は，システムが安定していた時期のある

日（191,567 日目）の需給状況を示したものである．

この日，財 8の大域性は 0.85という非常に高い値を

示す．図から分かるように，需給状況は財 8を中心と

した十字の構造を示す．これは，財 8以外の様々な財

を所有している主体は財 8を需要し，財 8の所有者は

様々な財を需要していることを示している．なお，十

☆ このようなべき分布は，生物種の寿命分布においても見出され，そ
のような特性を有する進化パターンは断続平衡といわれる1),16)．

図 7 需給状況（191,567 日目）：γ = 0.33

Fig. 7 Situation of demand and supply (the 191,567th

days: γ = 0.33).

図 8 主体の財に対する価値評価（191,567 日目）：γ = 0.33

Fig. 8 Evaluation for goods (the 191,567th days:

γ = 0.33).

図 9 貨幣の大域性と主体の使用戦略
Fig. 9 Globality of money and strategies of agents.

字構造の中心にピークが見られるが，これは財 8を所

有し財 8を需要する，すなわち財 8を貯蓄する主体を

表す．図 8 は，図 6 と同様，この日に各主体がどの

ような財に価値を見出したのかを示す．ここで注目す

べきは，ほとんどの主体が一致して，財 8を 2番目に

価値が高いと見なしているという点である．

図 9 の横軸は貨幣の大域性を，縦軸はそのような

大域性を持つ貨幣が経済内に存在する日に，各主体が

どのような交換戦略をとっていたかを表す．ここで，

物々交換戦略と貨幣交換戦略という 2つの戦略を考え
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図 10 貨幣の大域性と主体の獲得報酬
Fig. 10 Globality of money and reward acquired by

agents.

る．物々交換戦略とは，「主体が自分の生産財を所有し

ているとき，それを消費財と交換しようとする」とい

うものである．一方貨幣交換戦略とは，「主体が自分

の生産財を所有しているとき，それを貨幣と交換しよ

うとする」というものである．図から分かるように，

貨幣の大域性が増加するのにともなって，より多くの

主体が貨幣交換戦略を採用するようになる．なおこの

図の縦軸の値は，50,000日のシミュレーションをラン

ダムシードを変えて 30回試行した結果から得られた

ものである．この点に関しては以下で示す図 10 につ

いても同様である．図 10 は，貨幣の大域性と主体の

獲得報酬の関係を表す．この図で横軸は貨幣の大域性

を，縦軸はそのような大域性を持つ貨幣が経済内に存

在する日に，各主体が獲得した報酬の平均値を示す．

なお図では，貨幣の所有者とそれ以外の財（商品と呼

ぶ）の所有者の獲得報酬を別々に表示している．この

図から，貨幣の所有者は，貨幣が大域的になるに従っ

て，より多くの報酬を得るようになることが分かる．

一方商品の所有者の獲得報酬は，大域性の増大にとも

なって減少していく．以上の結果から，貨幣が大域的

になるにつれて，各主体はいったん生産財を貨幣と交

換し，その後貨幣と消費財を交換する，つまり貨幣を

媒介とした間接交換を行うことで，効率良く消費財を

獲得するようになることが分かる．

6.2 割引率に依存した主体行動の変化

前節では，割引率の値を γ = 0.33に固定してシミュ

レーションを行った．本節では，割引率の変化にとも

なって主体の行動がどのように変化するのかについて

分析する．図 11 は，割引率 γ の値と経済の交換効率

の関係を示す．ここでは，経済全体の交換効率を表す

ために，シミュレーション期間中に各主体が獲得した

報酬の平均値と，同じくシミュレーション期間中に交

換を行うことができなかった主体の割合という 2つの

図 11 割引率と経済の交換効率
Fig. 11 Discount rate and exchange efficiency of the trade

system.

 

図 12 割引率と貨幣の大域性
Fig. 12 Discount rate and globality of money.

図 13 割引率と主体の使用戦略
Fig. 13 Discount rate and strategies of agents.

尺度を用いる．ここで，交換を行うことができなかっ

た主体数は，交換過程を実行した主体総数から，交換

できた主体数と交換しなかった，すなわち所有財を貯

蓄した主体数を差し引いたもので表される．なおこの

図で横軸の γ の値は，0.01から 0.01刻みで 0.99ま

で変化させた．一方縦軸の値は，各 γ の値に対して

10,000日のシミュレーションをランダムシードを変え

て 30回試行したものを平均したものである．この点

に関しては，以下で示される 図 12 と 図 13 につい

ても同様である．図 11 に示されたように，割引率の
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値が小さいとき，主体はまったく交換を行うことがで

きず，獲得報酬は 0 のままである．しかし γ = 0.27

のあたりから次第に報酬を獲得し始め，γ = 0.4 ま

で獲得報酬は上昇し続ける．しかしそれ以降上昇は

止み，一定値に落ち着く．この領域においては，ほと

んど交換を拒否されることはない．このように，割引

率のパラメータ領域は，まったく交換が生じない領域

（γ ≤ 0.26）と，非常に高い交換効率が達成される領

域（γ ≥ 0.4）と，両者の中間領域（0.26 < γ < 0.4）

に分けられる．

図 12 は，割引率の変化にともなって経済内に存在

する貨幣の大域性がどのように変化するかを示したも

のである．ここではシミュレーション期間を通しての

貨幣の大域性を表す尺度として，各日の貨幣の大域性

の平均値と，シミュレーション期間中で貨幣の大域性

が 0.3 を超えた日の割合を用いる．どちらの尺度も中

間領域で最も高い値を示す．また 図 13 は，割引率に

依存して主体の交換戦略がどのように変化したかを示

す．貨幣の大域性と同様に，貨幣交換戦略を用いる主

体の割合は，中間領域で最も高くなる．一方物々交換

戦略を用いる主体の割合は，貨幣交換戦略の場合とは

逆に，割引率の増加にともなっていったん減少するも

のの，再び上昇に転じ γ ≥ 0.4 の領域で一定値をと

る．これら結果から，貨幣は中間領域において最も生

成されやすいと結論できる．しかしながら，γ ≥ 0.4

の領域では貨幣が生成されにくいにもかかわらず，な

ぜ高い交換効率が実現されているのだろうか．以下で

各領域におけるシステムの状態を詳しく見ていこう．

まず 図 14 は，割引率を γ = 0.2 に設定してシミュ

レーションを行ったとき，ある主体が各財に認めた価

値の時間発展を示す．他の主体の場合も同様の振舞い

を示すので，ここでは 1人の主体の価値評価のみを表

示する．図から分かるように，各財の価値は，1.0の

価値を持つ消費財を除いて，すべての財が 0.1程度か

それ以下の一定値をとる．つまり，主体は自分の消費

財のみに高い価値を見出し，それ以外の財に対しては，

生産財と同等かそれ以下の価値しか認めない．このた

め，図 15 に示されたように，各主体は生産財を所有

し消費財を需要するという物々交換戦略をとり続ける

ことになる☆．しかしながら本モデルの設定では，欲

望の二重の一致の困難のため交換は実現できない．こ

のため，獲得報酬は 0となる．

次に 図 16 は，γ = 0.33 に設定したときに，ある

☆ 図 13 からも明らかなように，この点は，シミュレーションで用
いるランダムシードに依存しない．

図 14 ある主体が各財に認めた価値：γ = 0.2

Fig. 14 Value of each good appreciated by an agent:

γ = 0.2.

図 15 需給状況：γ = 0.2

Fig. 15 Situation of demand and supply: γ = 0.2.

図 16 ある主体が各財に認めた価値：γ = 0.33

Fig. 16 Value of each good appreciated by an agent:

γ = 0.33.

主体が各財に認めた価値の時間発展を表す．なおこの

結果は，図 2 で示したシミュレーションから得られた

ものである．この試行においては，7,000日目あたり

以降，財 8が貨幣として使用されるようになる．図 16

に示したように，この主体は学習が進行するにつれて，

消費財に最も高い価値を，財 8に 2番目に高い価値を

見出すようになる．他の多くの主体に関してもこの傾

向は変わらない．この時期，経済の需給状況は，図 7

に示したように財 8 を中心とした十字の構造を示す．
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図 17 ある主体が各財に認めた価値：γ = 0.9

Fig. 17 Value of each good appreciated by an agent:

γ = 0.9.

図 18 需給状況：γ = 0.9

Fig. 18 Situation of demand and supply: γ = 0.9.

つまりこの領域においては貨幣が生成する☆．

次に 図 17 と 図 18 は，γ = 0.9 に設定したときの

シミュレーション結果を表す．図 18 は，シミュレー

ション期間中で各主体の平均獲得報酬が最も高かった

日の需給状況を示す．この日は，非常に交換効率が高

いにもかかわらず，十字の構造，すなわち貨幣は見ら

れない．図 17 に示されたように，主体は生産財以外

のほとんどの財に，0.8程度の非常に高い価値を認め

ている．これは，主体が生産財を所有している場合，

相手が何を所有していても交換に応じるということを

意味する．このため，各主体は交換を拒否されること

がほとんどなく，結果的に多くの報酬を獲得すること

ができる☆☆．

7. 議論とまとめ

本稿では，強化学習主体による貨幣の生成過程を論

じた．本研究によって，単純な学習能力しか持たない

☆ この領域においては，シミュレーションで用いるランダムシー
ドに依存して，財 8 以外にも様々な財が貨幣となりうる．しか
し貨幣が生成する場合には，経済の需給状況に十字の構造が見
られ，各主体が貨幣に 2 番目に高い価値を見出すという傾向は
変わらない．

☆☆ これらの結果に関しても，シミュレーションで用いるランダム
シードには依存せず，一般的にこのような傾向が見られる．

主体間の相互作用によっても貨幣が生成することが

明らかになった．本モデルにおける強化学習主体は，

Menger 10)によっても指摘されたように，経済内に販

売力の高い財が存在するならば，たとえそれが消費財

でなくても受け取るようになる．つまり主体は，消費

財を直接需要するのではなく，最も販売力に富む財を

媒介とした間接交換を行うことで，効率良く消費財を

獲得するようになる．ただし，本モデルにおいて必ず

貨幣が生成するわけではない．貨幣が生成するか否か

は主体の学習能力に依存する．5 章でも述べたように，

強化学習主体の学習能力は割引率と呼ばれるパラメー

タによって特徴付けられる．小さい割引率は，主体が

近視眼的であり即時的な報酬のみに関心があることを

意味する．一方割引率が大きいとき，主体は長期的観

点から，将来の報酬を現在の報酬と同等に評価する．

割引率の値が小さいとき，主体は消費財のみに価値

を見出し，生産財と消費財を直接交換しようとする．

しかしながら本モデルの設定では，欲望の二重の一致

の困難のため交換は実現できない．このため，各主体

の獲得報酬はすべて 0となる．

一方，割引率の値が大きいとき，主体は長期的観点

から，消費財以外の財にも高い価値を見出す．生産財

は，自ら労働力を投入して生産したものである．また

消費財は，それを消費することによって報酬が得られ

る．このため，これら 2つの財は主体にとって実質的

価値を持つといえる．しかしながらそれ以外の財は，

主体にとって元来無価値であるはずである．そうであ

るにもかかわらず，主体はそれらの財と自らの生産財

を交換する．つまり各主体は，他主体の要求に応じて

無償で生産財を提供する．ここでは，他主体に生産財

を与える代わりに，他主体から消費財を与えられると

いう互酬的ネットワークが成立し，各主体は非常に高

い効率で消費財を入手することができる☆☆☆．ただし，

このような互恵社会を維持していくためには，各主体

が将来の報酬を現在の報酬と同等に評価する必要があ

る．しかし，たとえば食糧や水など，与えられるまで

気長に待つことなどできない財もあるだろう．また遠

い未来のことは不確実であり，天候不順や戦争などの

外的要因によって，報酬を獲得できなくなるかもしれ

ない．このような場合，主体が短期的な損得に関心を

☆☆☆ ここで注意したいのは，このような互恵社会においても，主体
が利他的であるわけではないということである．物々交換，貨
幣交換，互恵のいずれの社会においても，主体は自らの価値関
数に従って，自分の所有財をより価値の高い財と交換するとい
うグリーディ方策に従っているにすぎない．ここで述べた社会
形態の違いは，システム外部の我々がシステムに与えた 1 つの
解釈である．
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持つようになることは避けられない．このため現実世

界において互恵社会を維持していくためには，西部12)

が指摘するように，ある種の規範やサンクションが必

要なのかもしれない．

貨幣は，物々交換社会と互恵社会の中間領域におい

て出現する．この領域において，各主体は物々交換社

会でのように消費財以外の財をまったく受け入れない

わけでも，また互恵社会でのようにすべての財を受け

入れるわけでもなく，自分の生産財をある特定の財と

のみ交換する．このような貨幣交換システムを創発す

ることによって，社会は，交換社会でありながら，互

恵社会に近い交換効率を実現しうる．これは，4 章で

示したように，物々交換社会と互恵社会のギャップは，

貨幣の導入によって無効化される，という分析結果と

も整合的である．

1 章でも述べたように，これまで欲望の二重の一致

の困難とその解消という枠組みのもとで，物々交換社

会と貨幣交換社会の関係については数多く論じられて

きた．また互恵社会と貨幣交換の関係について論じた

研究もある18)．本研究では，物々交換社会，貨幣交換

社会，互恵社会という 3つの社会を，割引率という単

一のパラメータによって関連付けることができた．つ

まり割引率の値に依存して，異なる 3つの社会形態が

出現しうる．ただし，これらの社会の出現に関して，

時間的な先後関係をつけることはできない．確かに本

モデルのシミュレーションにおいて，主体の学習が進

行するにつれて，貨幣が生成することが示された．し

かし，貨幣交換は物々交換から出現するわけではない．

本モデルにおいてこれらの社会形態は，各パラメータ

領域において独立に出現する．これらの形態を時間軸

上に位置付けることに関しては，今後の課題としたい．

また本モデルで貨幣交換システムは中間領域におい

て出現するが，その範囲は狭い．今後は，生産コスト

PC の変化にともなって，貨幣の出現範囲がどのよう

に拡大あるいは縮小するのかということについても分

析を進めていく予定である．
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付録
モデルのアルゴリズム
初期化
すべての主体 i ∈ A に対してその所有財を ηi = πi とする
すべての主体 i ∈ A とすべての財 η ∈ G に対して
価値関数 Vi(η) の値を初期化
各ターンに対して繰り返し：
交換過程を実行する順番をランダムに決める
各主体に対して繰り返し：
取引相手の探索
主体 i に取引相手 oi が存在するとき　
主体 i の価値関数と所有財の更新　
所有財 ηi が生産財 πi のとき　

Vi(πi) ← P C
ηi ← ηoi

所有財 ηi が生産財 πi でないとき　
獲得財 ηoi

が消費財 θi でないとき　
Vi(ηi) ← Vi(ηi) + α[γV (ηoi

) − Vi(ηi)]
ηi ← ηoi

獲得財 ηoi
が消費財 θi のとき　

Vi(ηi) ← Vi(ηi) + α[γV (θi) − Vi(ηi)]
Vi(θi)← R
ηi ← πi

取引相手 oi の価値関数と所有財の更新　
所有財 ηoi

が生産財 πoi
のとき　

Vi(πoi
) ← P C

ηoi
← ηi

所有財 ηoi
が生産財 πoi

でないとき　
獲得財 ηi が消費財 θoi

でないとき　
Voi

(ηoi
) ← Voi

(ηoi
) + α[γVoi

(ηi) − Voi
(ηoi

)]
ηoi
← ηi

獲得財 ηi が消費財 θoi
のとき　

Voi
(ηoi

) ← Voi
(ηoi

) + α[γVoi
(θoi

) − Voi
(ηoi

)]
Voi

(θoi
) ← R

ηoi
← πoi

主体 i に取引相手 oi が存在しないとき　
主体 i の価値関数の更新　
所有財 ηi が生産財 πi のとき　

Vi(πi) ← P C
ηi ← ηi

所有財 ηi が生産財 πi でないとき　
Vi(ηi) ← Vi(ηi) + α[γVi(ηi) − Vi(ηi)]
ηi ← ηi
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